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水環境ソリューションの新たな取り組み
New Challenges for Water Environment Solutions

日立グループ水環境ソリューションの新展開
overview
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 Minami Shunsuke Tachi Takahiro  Okuma Naoki

水インフラで進む民間資金の活用

地球は多くの水を有する惑星であるが，
大部分が海水であり，人々が飲用や生活に
使える水は，水資源全体の0.01％にすぎ
ないと言われている 1）。さらに，近年の人
口増加，気候変動により，水環境が悪化し
ている。水は市民生活や産業振興に欠くこ
とのできない基本的なインフラであり，各
国は国家政策として，水インフラの整備・
拡張・更新に取り組んでいる。このような
動向の中，注目されているのは民間資金の
活用である。特に市民への給水において
は，水事業は長期にわたって安定した事業
収入が見込めるため，世界各国で民間資金
を活用した水施設への投資が行われている。

以下，世界，および日本の水処理の市場
を概観するとともに，日立グループの新た
な取り組みとして，水事業運営の強化につ
いて述べる。

水事業を取り巻く環境

世界の水需要を図1に示す。中国の東北
部から中央アジア，インド，中東，北アフ
リカ，米国・カリブ諸国，オーストラリア
といった地域は，降水量が少なく物理的に
渇水となっている地域である。特に，中国，
インド，中東は近年の人口増加，経済発展
によって水使用量が増大し，水需要のアン
バランスが大きくなってきている。また，
東南アジアや南米，アフリカでは，水資源
は十分に存在するが，浄水施設や下水処理
施設の建設が水需要の増大に追いつかない
ために，安全な水へのアクセスができない
状況にある。
さらに，中国，インド，ブラジルといっ
た新興国では，経済発展による産業の急速
な成長に伴う産業排水の増加，人々の生活
水準の向上による一人当たりの水使用量の
増加，および都市への人口集中による既存
処理施設の処理能力不足が顕在化し，排水
による環境汚染が問題となってきている。
そのため，例えば中国では，第12次5か
年計画において，経済成長とともに環境保
全にも力を入れており，排水規制の強化が
その中に挙げられている。他の新興国にお

渇水地域の代表例

出典 ： IWMI（International Water Management Institute）Annual Report 2006/2007
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図1│渇水地域と水処理市場2）

物理的な渇水地域において水処理のニーズが拡大している。
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いても環境規制が強化されることが予測さ
れる。

水事業の事業規模
地域別の取水量の過去からの推移と将来

の予測を図2に示す。全世界の取水量は，
2025年には2000年比で約30％増加すると
予測されている。その内訳を見ると，アジア
が世界の60％を占め，特に人口の多い中
国，インドでの取水量の増加が顕著である。
前述のように，世界における渇水地域の

状況，および中国，インドをはじめとする
新興国での水需要の急激な増加に対して，
水事業の市場もアジア，中東を中心に急拡
大してきている。
同図の右側のグラフは，世界の水事業の

市場動向を示したものである。水需要の増
大を受けて，上水や工業用水の供給事業，
下水や工業排水の処理事業を運営する
管理・運営事業，それらのプラント・設備
を 新 設・ 改 造 す るEPC（Engineering, 

Procurement and Construction）事業，プラ
ント運転に必要な膜などの素材事業といっ
た各分野において堅調な伸びが予測されて
いる。地域別には，アジア・大洋州と中東
地域が水事業の中心であり，世界最大の市
場規模になることが予測されている。

日本の水事業の状況
日本は多くの地域が水資源に恵まれてお

り，また，浄水場や下水処理施設の整備が

進み，水道普及率が97％，下水道が73％
に達した。世界でもトップレベルの水イン
フラ環境が整い，ほとんどの地域で24時
間365日，清浄な水が得られ，使用後の水
は適切に処理される。
しかし，少子高齢化や生活様式の変化，

工場の海外移転などに伴い，上水道および
工業用水道の需要はほぼ横ばいか，減少傾
向にある。一方，戦後の高度成長期に建設
された水道管網や水処理施設は更新が必要
となってきている。
水事業運営の面では，日本の事業主体は

自治体が中心であり，大都市圏を除くと経
営基盤が弱く，今後到来する設備の大量更
新時期において事業運営主体が十分な投資
を確保できないという現状がある。これに
対して，政府は改正PFI法（a）を公布し，水
事業の民営化を推進する政策をとるように
なってきた。
日本国内の水事業は，これまでの公営事

業体による事業運営と設備投資・維持とい
う事業形態から，民間が事業運営に参画
し，老朽設備の更新，運営の広域化による
事業運営効率の向上といった方向に進んで
いくと考えられる。

日立グループの水環境ソリューション

事業領域の拡大
日立グループの水環境ソリューションの

事業領域を図3に示す。
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図2│世界の水処理の動向1）

地域別の取水量は，2025年には2000年比で30％増加することが予測されている。これに従い，水事業の市場は，2007年比で倍以上の伸びが期待されている。

注：略語説明　EPC（Engineering, Procurement and Construction）

（a）改正PFI法
PFIはPrivate Finance Initiativeの略で，
民間資金を活用した社会資本整備を意味
する。これに関連する法律の改正法が
2011年6月1日に公布された。改正法で
は，賃貸住宅や船舶・航空機などがPFI
の対象施設に追加されるとともに，民間
事業者による実施方針策定の提案制度，
「公共施設等運営権」が創設され，コン
セッション方式（施設の所有権を公共側
が有したまま，施設の運営権を民間に付
与する方式）が導入されるなど，PFIの
活用，普及を後押しする内容となって
いる。
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日立グループはこれまで，上下水道施設
の建設，工業用水の供給と排水処理といっ
た水処理全般において，水源浄化や浄水，
下水処理をはじめ，MBR（b）や高度処理シ
ステム，監視制御システムなどの製品群を
提供してきた。例えば，下水道分野では国
内の処理施設建設とともに，海外ではマ
レーシアをはじめとするアジア・中東地域
での下水処理場のEPCなど，主に施設建
設を中心に事業を展開してきた。
これらの製品・EPC事業とともに，日立
グループは，水処理施設の運転・維持を請
け負うサービスを提供し，さらには，水事
業会社に資本参加して事業運営に参画する
など，水環境ソリューションの事業領域を
拡大している。

水処理システム
日立グループは，安全・安心で高信頼の
水処理施設を支える水処理システムやポン
プシステムを，長年にわたって国内外に提
供してきた。
ポンプシステムでは，灌漑（かんがい）

用，上下水，排水，電力向けの製品・シス

テムを数多く納入してきた。中東や中国，
米国西部の渇水地域において，灌漑用水や
上下水を供給するための大規模なプロジェ
クトに参画し，高効率の大型ポンプを提供
することで貢献している。
下水処理向けには，膜処理による高度か
つコンパクトな処理システムを実現する
MBRシステムを開発し，提供してきた。
日立グループのMBRシステムは平膜を採
用し，耐久性とメンテナンス性を向上させ
るとともに，ユニット設計として，さまざ
まな処理量のニーズに対して，ユニットを
組み合わせることで対応することができ
る。また，株式会社日立プラントテクノロ
ジーが製品化を進める新型MBR膜ユニッ
トは，米国カリフォルニア州の下水再利用
水の基準「Title22」の要件を満たす処理装
置として認定を取得した。
上水，工業用水向けには，海水淡水化

RO膜（c）ユニットを提供している。この製
品もユニット設計されており，ニーズに合
わせてそれらを組み合わせることにより，
現在では3,000 t／日までの海水淡水化シ
ステムの納入実績がある。また，太陽光発

水事業参画
（モルディブ）

再生水事業
（UAE） 浄水場

水運用システム 配水コントロールシステム 洪水シミュレーション

下水処理場

運転 ・ 保守

事業運営

製品， システム

EPC

製品 ・ システム， EPCから事業運営を含めた総合水事業へ事業範囲を拡大

海水淡水化
RO膜ユニット MBRシステム ポンプ

図3│日立グループの水環境ソリューションの事業領域
従来から取り組んできた，製品・システム，EPC事業に加えて，運転・保守事業および水供給・処理を担う水事業運営に拡大した，総合水事業会社をめざす。

注：略語説明　RO（Reverse Osmosis），MBR（Membrane Bioreactor）

（b）MBR
Membrane Bioreactorの略。膜分離活
性汚泥法。生物処理法と膜による固液分
離を組み合わせた高度な水処理システ
ム。従来の生物処理法（活性汚泥法）では，
微生物と汚水を反応させた汚泥を沈殿さ
せて取り除いた後，消毒や砂ろ過を行う
ことから，設備規模が大きくなる課題が
ある。膜分離活性汚泥法は，沈殿法では
なく微細な穴を持つろ過膜を通して汚泥
を分離するため，設備規模を小さくでき，
処理水の安全性も高い。

（c）RO膜
ROは，Reverse Osmosisの略。孔径1 nm
以下の微細な穴を持ち，水は通すが，塩
分などの不純物は透過しない性質を持つ
膜のこと。通常の浸透現象では，RO膜
で塩分濃度の異なる水を仕切ると，塩分
濃度の低いほうから高いほうへと水が移
動するが，塩分濃度の高い側に浸透圧以
上の圧力をかけると，水だけが濃度の低
いほうへ透過する。この逆浸透現象を用
いることで，海水淡水化などに利用され
ている。
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電利用淡水化システムをUAE（アラブ首長
国連邦）のアブダビ環境庁より受注し，砂
漠地帯の塩分濃度の高い地下水を脱塩する
ことで，絶滅危惧種であるアラビアンオ
リックスの保全に貢献している。

情報制御システム
日立グループの水事業の特徴の一つは，

グループ内に情報および制御システム事業
を有しており，中央監視やインバータ制
御，さらには，これらプラントやフィール
ドのデータを基にして，水供給全体を制御
するシステムを提供していることである。
これにより，例えば，水運用システムで

は，複数の水源の取水量をコントロールし
て，限りある水資源を需要に応じてむだな
く活用することができるようになる。ま
た，安定運用と環境負荷低減のようなト
レードオフの関係にある要素に対して，最
適解を与えるシステムを実現している。
また，配水コントロールシステムは，ポ

ンプなどのエネルギー消費量と，必要以上
の水圧による漏水を削減する。このシステ
ムは，水道管網に配置した水量計や圧力セ
ンサーの情報から，管網全体の圧力分布を
シミュレーションによって求め，送水ポン
プやバルブを調整することにより，ほぼリ
アルタイムで水圧を適切にコントロールで
きる。また，洪水シミュレーションは，河
川流域の地形と水量から，浸水地域を予測
する。

事業運営への取り組み
日立グループは，日本国内においてPPP

（Public-private Partnership）に関連した維
持管理・サービスソリューションへの取り
組みを進めている。例えば，東京都水道局
において電力・蒸気の供給，消毒剤（次亜
塩素酸ナトリウム）の供給，浄水発生土の
有効活用を目的とするPFI事業を行ってい
る。また，西宮市中新田浄水場（工業用水），
埼玉県企業局柿木浄水場では包括委託業務
を受託している。
運転管理や保全管理に製品・システム事

業で培った技術を生かすとともに，PFIな

どにおける設備の導入や更新時の，設計・
建設・エンジニアリングも含めた広範囲の
業務領域に対応する。また，ここで得られ
た経験や知見は，技術開発や製品事業に
フィードバックして総合的なソリューショ
ンを提供する（図4参照）。
海外では，日立プラントテクノロジーが

2008年にUAEにおいて，アルグレアグ
ループと合弁会社であるHi-Star Water 

Solutions社を設立し，生活排水処理・再
生水販売事業を行っている。また，日立プ
ラントテクノロジーは，2010年にモル
ディブ共和国において上下水道運営事業を
運営するMale’ Water and Sewerage Company 

Pvt. Ltdに資本参加した。
運営事業への参画では，日立グループが

培ってきた水処理技術と情報制御技術を適
用することで，運営事業の効率化に貢献す
るとともに，日立グループ内に水事業運営
のノウハウを蓄積していく。

水環境ソリューションへの今後の取り組み

インテリジェントウォーターシステム
前述した水事業を取り巻く環境から考察

すると，中東やインドのような渇水地域で
は，海水淡水化による新たな水資源の確保
とともに， MBRやRO膜システムといっ
た高度処理により，産業排水や下水を再生
水として再利用する水循環システムで水資
源を有効活用することが必要となる。ま
た，東南アジアのような水資源が豊富な地
域においても，人口増加と生活水準の向上
によって水需要が増大しており，効率的な

新たな製品 ・ システム

製品 ・ システム事業 サービス事業

技術開発
新技術
改良技術 改善 ・ 改良案

総合的
ソリューションの提供

図4│各事業の連携イメージ
各事業のシナジー効果により，提供するソリューションの拡充を図る。
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設備投資が必要となってきている。
これらのニーズに応えるため，日立グ
ループは，水処理システムと情報制御シス
テムを融合した「インテリジェントウォー
ターシステム」の開発に取り組んでいる
（図5参照）。「インテリジェントウォーター
システム」では，配管網や各需要家に設置し

たセンサー情報を収集することで，工場や
住宅・オフィスの水需要を予測する。これ
らの情報を基にして，上水システム，再生
水システム，工業排水処理システムの運転
を最適に組み合わせ，エネルギー消費の最
小化と水資源の有効活用を実現する。これ
らのシステムは総合マネジメントシステム
として，都市の水インフラを制御するとと
もに，中央のデータベースで管理すること
により，都市間の水インフラを連携させ，
さらに効率的な運用を可能にしていく。
「インテリジェントウォーターシステム」を
実現し，水事業の経営を効率化するには，
計画段階からの取り組みが重要である。
日立グループは，事業運営計画から，シス
テム計画，設計・開発施工，さらにサービ
ス・運用までを網羅する総合水事業ソ
リューションの開発にも取り組んでいる。
ソリューションメニューの全体像を図6に
示す。事業運営計画策定エンジニアリング
では，人口動向や工業化の計画，既存設備
の状況，水源の種類と容量といった地域ご
とに異なる状況を考慮し，水処理システム
や情報制御システムの導入による事業性評
価を行う。システム計画エンジニアリング
では，都市計画に沿ってシステムの詳細な
シミュレーションを行い，事業目標を達成
するシステム構成を策定する。
計画エンジニアリングの結果を基に，必
要となるシステム機能・レベルに応じて，
経営の「見える化」から，資産管理や料金
収集システムといった情報系，システムや
管網の制御系や水処理施設を設計・開発・
施工していく。サービス・運用メニューで
は，PFIやPPPに対応した水事業運営から，
運用・維持管理のためのアセットマネジメ
ント，プラント設備の監視制御サービスを
提供する予定である。

大規模造水技術の開発
沿岸部の渇水地域では，海水淡水化によ
る水資源の確保が有効な手段であり，中
東，インド，中国沿岸部，オーストラリア
などでは，RO膜を活用した海水淡水化プ
ラントの建設が進んでいる。しかし，大量

トータルプロデューシング

計画

事業性
計画 都市計画

情報システム
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（BOT， BOOなど）

アセットマネジメント
検針／請求／顧客管理
業務

運転支援システム
プラント設備 ： O＆M

アセット
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（EAM）
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管網 水利用者

実績収集
システム

プラント設備
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システム計画
エンジニアリング

設計／開発／施工

F/S ： 事業運営計画策定エンジニアリング

サービス ・ 運用

図6│水事業運営ソリューションメニューの全体像
F/S段階からシステム計画，設計・開発・施工，サービス・運用までをカバーするソリューション
を開発中である。

注：略語説明　 F/S（Feasibility Study），OPEX（Operational Expenditure），CAPEX（Capital Expenditure），
EAM（Enterprise Asset Management），PFI（Private Finance Initiative），
BOT（Build, Operate, Transfer），BOO（Build, Own, Operate），O&M（Operation and Maintenance）
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データ
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総合マネジメントシステム

配水コントロール
システム

RO膜型システム

MBRシステム工業排水処理 ・ 再利用システム

図5│インテリジェントウォーターシステム
工業用水や生活用水の使用状況をデータベースに蓄積し，その需要を予測して，上水処理，下水
処理，産業排水処理の各プラントを組み合わせてエネルギー効率を最大化した水インフラを実現
する。さらに，総合マネジメントシステムにより，複数の都市にまたがる水事業の広域化にも対応
する。
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1） 経済産業省：水ビジネス国際展開研究会報告書（2010.4）
2） International Water Management Institute，http://www.iwmi.cgiar.org/
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の電力と大規模な取水・前処理設備を必要
とするため，初期投資および運転コストの
削減が課題となっている。
日本は，RO膜をはじめとする膜素材技

術で世界をリードしており，その優位性を
さらに高めるために，プラント設備システ
ム技術を含む大規模造水技術の開発に，最
先端研究支援プログラム「Mega-ton 

Water System（d）」として取り組んでいる。
このプログラムにおいて，日立グループは
システム技術および大型プラント建設技術
の開発に参画している。海水淡水化プラン
トの構成と，日立グループがめざす効率化
技術のポイントを図7に示す。水処理プロ
セス技術，計算機シミュレーション技術を
活用して，RO膜システムの回収率向上と
高圧配管の最適設計による設備コストの低
減，および薬液使用量低減や膜の高寿命化
による運転コストの削減をめざす。また，
発電プラント建設で実績のある大型モ
ジュール工法技術を活用して，工期短縮に
よる建設コストの低減をめざす。

国内外で水インフラに貢献

日立グループの水処理技術および水イン
フラ技術による水事業への新たな取り組み
について，国内事業の強化，およびグロー

バル事業への展開を述べた。
新興国では，水インフラの整備・拡張が

急務となっており，日立グループは，これ
まで取り組んできた水処理システム，情報
制御システムに加えて，水事業会社への出
資，事業運営への参画，運転・維持管理事
業 に 対 す る サ ー ビ ス 事 業，O&M

（Operation and Maintenance）事業を強化
していく。さらに，国内においても，改正
PFI法の施行に対応したサービス事業の強
化に取り組み，国内外において安全・安心，
高信頼の水インフラの構築，維持管理に貢
献していく。

取水
タンク

MMF UF膜 RO原水
タンク

日立グループがめざす大型海水淡水化の効率化技術
CAPEX低減  → RO回収率アップ， 配管設計最適化技術，

大型モジュール工法の導入など
OPEX低減  → 薬液使用量低減技術， 膜の高寿命化技術

透過水
タンク

ERD

濃縮水
タンク

RO膜ユニット

高圧
ポンプ

図7│大規模造水技術の開発
100万m3／日規模の海水淡水化設備の開発を行う国家プロジェクト「Mega-ton Water System」に
参画している。

注：略語説明　MMF（Multi Media Filter），UF（Ultra Filtration），ERD（Energy Recovery Drive）

（d）Mega-ton Water System
2009年度から実施されている最先端研
究開発支援プログラムのテーマの一つ。
提案者は東レ株式会社のフェローである
栗原優氏。深刻化する世界的な水問題を
解決するため，世界最高レベルの低圧海
水淡水化逆浸透膜エレメントとその大型
化，耐腐食性配管材料，浸透圧発電，エ
ネルギー回収などの要素技術，ケミカル
レス海水淡水化システム，100万m3

（1mega-ton）／日規模（約400万人の
生活用水相当）のインテリジェント大型
海水淡水化プラントのシステム技術開
発，革新的な下水処理システムなどの開
発に取り組んでいる。将来的には，これ
らを日本発水メジャーの基幹技術として
海外展開し，水資源を安定的に確保する
ことをめざしている。




